排水設備　申請マニュアル

令和６年６月

本書は下記書類の記入方法をまとめたものです。

1． 排水設備計画確認申請書（提出・問合せ先：企業局　下水道課　管理係）

2． 排水設備工事完了届　　（提出・問合せ先：企業局　下水道課　管理係）

3． 公共下水道使用開始届　（提出・問合せ先：お客様セ ン ター ）

各書類の記入は本書を参考にし、提出は確実に行って下さい。

1． 排水設備計画確認申請書

太枠で囲んだ部分をもれなく記入して下さい｡

1 申請者等


a. 必要事項を記入し、記載もれのないように提出して下さい。又、土地所有者欄等で直筆での記載が必要な箇所がありますので注意して下さい。

b. 申請者が申請者以外の人が所有する既設排水設備に接続する場合は、別途同意書を提出して下さい。又、申請者所有地以外の土地に設置する場合も「承諾書」を提出して下さい。
2 予定工事期間

予定工期は必ず記入し、完了予定日は申請日から最大１年以内で記入して下さい。
3 排水設備工事内容


a. 新築：建物がなかった場所に新しく建物を建設する場合
b. 建替：建物があった場所に新しく建物を建設する（建て替える）場合
c. 改造：建物はそのまま又は増築で、排水設備を新しく新設する場合
d. 変更：建物はそのまま又は増築で、既設の排水設備を変更する場合
e. その他：a～dに該当しない場合は内容を簡単に記入して下さい
4 排水区分


a. 家事用：１戸建住宅、集合住宅等の場合
b. 営業用：店舗、事務所等の場合
c. 病院用：病院、歯科医院の場合
d. 官公署学校：役所、小中高大学校、公共施設等の場合
e. 会社工場用：会社、工場等の場合
f. 湯屋用：公衆浴場（銭湯）の場合（湯屋用のみ下水道使用料の単価が違います）

g. その他：上記以外の場合、（　）内に内容を記入する｡　　例：（家事営業併用）
5 現在の排水方法
a. 新規：建物がなかった場所に新しく建物を建設する場合
b. 公下：公共下水道に接続していた場合

c. 浄化：単独浄化槽又は合併浄化槽の場合
d. 汲取：汲み取り便槽の場合
 不明の場合は申請書提出時に協議して下さい
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6 下水道接続戸数

集合住宅等は、全体で１戸ではなく全ての戸数を記入して下さい。
a. 新規：新たに公共下水道に接続する戸数
b. 継続：既に公共下水道に接続していて、引き続き使用する戸数
7 水道メータ数

企業局貸出のメータの個数を記入して下さい。
8 使用水

使用水により下水道使用料の算定方法が違いますので誤りのないようお願いします｡

a. 水道　：水道メータで算定

b. 井戸水：１人１月５m3
c. 水道井戸併用：水道メータで算定＋１人１月１m3
9 公共桝新設

a. 有：公共桝の新設が必要な場合。

（別途「公共桝及び取付管の新設願い」を提出して下さい）

b. 無：公共桝の新設が不要な場合。

10 制限行為

a. 有：私費による公共桝等の新設が必要な場合。
（別途「制限行為の許可申請書」を提出して下さい）

b. 無：私費による公共桝等の新設がない場合。

11 融資斡旋

a. 「排水設備工事内容」の欄で、「改造」の場合のみ改造資金融資斡旋申請ができます。
b. 融資決定まで約１箇月程度、要しますので、申請者に伝えて下さい｡

c. 融資が決定して初めて排水設備工事に着工となりますので、それまでは着工しないで下さい｡
d. 融資斡旋申請手続きは、申請者が行うこととなります。
 (詳しい内容は、企業管理課業務係の担当者に確認して下さい。)
12 水洗化改造補助
a. 有：補助申請を行う場合。個人住宅で汲み取り便槽及び浄化槽からの申請の場合が対象となり、申請される場合は別途「飯塚市企業局水洗便所等改造費補助金交付申請書」及び「納付等状況調査同意書」を提出して下さい。
b. 無：補助申請を行わない場合。

13 その他添付書類

a. 阻集器構造図

グリーストラップ、オイルトラップ、ランドリートラップ、ヘアートラップ、プラスタートラップ等の阻集器を設置する場合は、その構造図が必要です｡カタログのコピー等を添付して下さい。
b. 阻集器容量計算書

飲食店･精肉店等でグリーストラップを設置する場合は、容量の算定根拠となる計算書が必要です｡
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c. 維持管理に関する確約書

飲食店･精肉店等でグリーストラップを設置する場合は、維持管理に関する確約書が必要です｡
d. 受益者負担金に関する確約書

受益者負担金に関する確約書は、申請場所がわかった時点で、土地面積･金額等を記入して企業管理課業務係よりお渡しします。
e. 使用料賦課に関する同意書

既存の集合住宅等を公共下水道に切り替える場合は、既に住んでいる方に対して下水道の使用料が新たに賦課されるため、使用料賦課に関する同意書（「下水道使用料賦課に関する同意書（既設アパート等の場合）」）が必要です｡なお、大規模なマンション等で、着工前に住人全員の同意を得ることが困難な場合は料金センターの担当と協議して下さい。

2． 排水設備工事完了届

黒線の太枠内と右下端の排水設備番号を記入し、工事完了後5日以内に提出して下さい。
申請者･住所･申請場所･排水設備番号、確認年月日は排水設備計画確認書のとおりに記入して下さい。使用開始年月日は公共下水道の使用開始日を記入して下さい。
工事完了年月日は必ず記入して下さい。

3． 排水設備工事完了予定日変更届
排水設備確認書の有効期限は発行日から完了予定日の２カ月後までです。有効期限内に排水設備工事完了届が提出できない場合、完了予定日変更届に現況状況写真を添付し下水道課管理係に提出して下さい。

申請者･住所･申請場所･排水設備番号、確認年月日は排水設備計画確認書のとおりに記入して下さい。

　　　有効期限内に完了届または完了予定日変更届の提出がなかった場合は、申請書を取下げたものとみなし、手数料は返還しないものとする。　よって、工事を引続き行う予定がある場合は、再度、申請と手数料が必要になります。
4． 公共下水道使用開始届

黒線のフト枠内をもれのないように記入し、右下端に排水設備番号を記入して下さい｡
（特に届出者の電話･汚水種類･水道メータ番号等）

また、特殊な汚水（温泉水等）を接続する場合は、お客様センターに連絡して下さい。
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